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表紙

上記事項につきましては、法令及び定款15条の定めにより、書面
交付請求に基づき交付する書面には記載しておりません。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第12期
(2022年１月期)

第13期
(2023年１月期)

第14期
(2024年１月期)

第15期
(当連結会計年度)
(2025年１月期)

売 上 高( 千 円 ) － － － 2,166,937

経 常 利 益( 千 円 ) － － － 400,071
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益( 千 円 ) － － － 243,303

１株当たり当期純利益( 円 ) － － － 178.73

総 資 産( 千 円 ) － － － 2,354,870

純 資 産( 千 円 ) － － － 1,314,198

１株当たり純資産( 円 ) － － － 966.01

１. 企業集団の現況
(1) 直前３事業年度の財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

（注） 当社は、当連結会計年度より連結計算書類を作成しておりますので、第14期以前の状況は記載してお
りません。

－ 1 －
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直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第12期
(2022年１月期)

第13期
(2023年１月期)

第14期
(2024年１月期)

第15期
(当事業年度)
(2025年１月期)

売 上 高( 千 円 ) 1,144,334 1,543,162 1,842,042 1,872,799

経 常 利 益( 千 円 ) 44,633 395,718 404,861 347,096

当 期 純 利 益( 千 円 ) 79,388 283,043 300,621 256,376

１株当たり当期純利益( 円 ) 61.37 212.01 222.24 188.33

総 資 産( 千 円 ) 786,734 1,107,858 1,910,263 2,349,575

純 資 産( 千 円 ) 386,830 740,002 1,044,987 1,327,271

１株当たり純資産( 円 ) 296.12 547.21 772.26 975.62

②　当社の財産及び損益の状況

（注） 「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第13期の期首から適用してお
り、第13期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した後の数値になっております。

－ 2 －
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対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する重要な事項

(2) 対処すべき課題
当社グループは、「全人類の能力を全面開花させ、世界を変える」ことをミッションステート

メント（経営理念）としてキャリアプラットフォーム事業を展開しております。また、以下を当
社が大切にしている５つの価値観（five values）と定義して、役職員全員が共有し日常の業務に
臨んでおります。

・Challenge
・Transparency
・Ownership
・Users First
・Respect

　当社グループは、人材ビジネス市場を事業領域としており、新卒学生向けキャリアプラットフ
ォーム「外資就活ドットコム」（新卒サービス）、若手社会人向けリクルーティング・プラット
フォーム「Liiga」（中途サービス）の管理運営及び採用代行サービス（RPOサービス）を通じた
キャリアプラットフォーム事業を展開しております。
　人材ビジネス市場、とりわけ新卒学生のリクルート市場においては、少子化による学生数の減
少や企業の採用意欲の高まりにより売り手市場が続いており、新卒学生にとっては有利な状況が
継続しております。また、企業の新卒学生の採用活動の早期化が顕著であり、インターンシップ
の重要性がさらに増してきている傾向があります。
　当社グループは、このような経営環境下においては、優秀な新卒学生の採用を企業間で競争す
る状況が促進され企業側が採用予算を多く確保する必要性が生じ、当社グループのサービスを展
開していくにあたってもポジティブな材料になるものと考えております。
　以上を踏まえまして、当社グループが対処すべき主な課題は以下の項目と認識しております。

－ 3 －
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対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する重要な事項

① 当社グループが提供するサービスの拡張及びコンテンツの充実
　当社グループは、キャリアプラットフォーム事業の領域において「外資就活ドットコム」及
び「Liiga」を展開しております。これらのプラットフォームは、学生や若手社会人の就職活
動・転職活動支援やキャリアアップ支援を目的としている一方、採用企業においては、学生や
若手社会人にアプローチするための場としての機能も備えております。会員である学生・若手
社会人に対しより一層のバリューを提供していくため、また、採用企業に対し一人でも多くの
優秀な人材と出会うことができる場であるため、当社グループは、「外資就活ドットコム」及
び「Liiga」の継続的な拡張及びコンテンツの一層の充実が重要な経営課題であると認識してお
ります。
　当社グループは、このような経営課題に対応するため、システム開発やマーケティング等に
必要な経営資源を確保し、今後も様々な新しいサービスやコンテンツをこれらのプラットフォ
ーム内で展開してまいります。

② 「外資就活ドットコム」「Liiga」の認知度の向上
　当社グループは、当社グループの事業規模拡大のためには、当社グループが管理運営する
「外資就活ドットコム」及び「Liiga」のさらなる認知度の向上が必要不可欠であると考えてお
りますが、「外資就活ドットコム」及び「Liiga」の採用企業数及び会員数は、大手の同業他社
のサービスと比較しても、まだまだ大幅な拡大の余地があるものと認識しております。
　当社グループでは戦略的なマーケティング活動やインターネット広告を中心としたPR活動を
効果的に実施するとともに、より多くのユーザーが当社グループの運営サイトに集まる体制の
整備を進め、「外資就活ドットコム」及び「Liiga」の認知度の向上に積極的に取り組んでまい
ります。

－ 4 －
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対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する重要な事項

③ 事業ポートフォリオの多様化
　当社グループは、「外資就活ドットコム」及び「Liiga」を中心としたキャリアプラットフォ
ーム事業を展開する一方、中長期的な成長のため、事業ポートフォリオの多様化に取り組んで
おります。
　新規事業領域においては、CtoCプラットフォームの形式を採用した新型質問箱サービス
「mond」の開発・運営を進めております。本サービスは国内のみならずグローバルでの事業
展開を視野に入れており、2025年２月に米国デラウェア州にmondのグローバル展開を目的
として、mond, Inc.を設立いたしました。
　また、外部成長機会の観点からは、M&A投資ガイドラインを設け、利益率・成長性の高さや
既存事業のシナジー等を踏まえ、その適否を判断しております。当連結会計年度においては、
2024年４月にRPOサービスを展開する株式会社ログリオの株式を取得し、同社を連結子会社
といたしました。
　今後も、当社グループの中長期的な成長の観点から、新規事業領域についてはプロダクト開
発と収益化を加速させ、また、M&Aについても引き続き案件に応じてその実施可否を検討して
まいります。

④ 優秀な人材の確保及び人材育成
　当社グループは、今後のさらなる事業拡大を目指すうえで、システムの開発部門及び営業部
門等における優秀な人材の確保及びその人材の育成が重要な課題であると認識しております。
　人材の確保については、引き続き中途採用活動を実施し、当社グループのミッションステー
トメントに共感を持つ人材の採用を行ってまいります。人材の育成については、採用した人材
のモチベーションを向上させる人事諸制度の構築を行うことで、最大限の実力を発揮できる組
織体制の強化及び最適な人員配置を実施してまいります。

⑤ 社内管理体制の強化
　当社グループは、今後のさらなる事業拡大のため、積極的な採用等により役職員を増加させ
ていく方針ですが、組織規模の拡大に応じたさらなる社内管理体制の強化・充実が必要不可欠
であります。そのため、管理部門の補強やシステムの強化を引き続き実施してまいります。

－ 5 －
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対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する重要な事項

⑥ 技術革新への対応
　当社グループが展開する事業の属する人材ビジネス市場は、近年の急速な技術革新の恩恵を
受け、多角的なサービスが生まれ続けております。当社グループは、技術革新は今後も不可逆
的に進行すると考えており、会員ファーストを念頭に置いた新サービスの展開を常に検討して
おります。今後の事業展開においても、こうした技術革新への積極的な対応は当社グループ事
業の成長に不可欠であり、最新の技術動向のフォロー、役職員への教育等を通じて、会員のニ
ーズにマッチしたサービスの開発を継続してまいります。

事 業 区 分 事 業 内 容

キ ャ リ ア プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 事 業 「外資就活ドットコム」（新卒サービス）「Liiga」（中途サ
ービス）の管理運営等

(3) 主要な事業内容（2025年１月31日現在）

当 社 本 社 東京都港区

株 式 会 社 ロ グ リ オ 東京都港区

(4) 主要な営業所（2025年１月31日現在）

事 業 区 分 使 用 人 数 前 連 結 会 計 年 度 末 比 増 減

キ ャ リ ア プ ラ ッ ト フ ォ ー ム 事 業 81 （80）名 － （－）

合 計 81 （80）名 － （－）

(5) 使用人の状況（2025年１月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、
臨時雇用者（派遣社員・アルバイト等）は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　　　２. 当連結会計年度より連結計算書類を作成しておりますので、前連結会計年度末比増減は記載しており
ません。

－ 6 －
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対処すべき課題、主要な事業内容、主要な営業所、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する重要な事項

使　用　人　数 前事業年度末比増減 平　均　年　齢 平均勤続年数

81（ 80）名 15名増（72名増） 34.3歳 2.7年

② 当社の使用人の状況

（注）１. 使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、
臨時雇用者（派遣社員・アルバイト等）は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　　　２. 前事業年度末に比べ臨時雇用者数が72名増加しております。これは主に「臨時雇用者数」の集計範
囲の変更を行った結果によるものであります。

借　　　入　　　先 借　入　金　残　高

株 式 会 社 三 菱 U F J 銀 行 250,849千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 123,295千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 97,500千円

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 66,800千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 65,000千円

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 12,361千円

(6) 主要な借入先の状況（2025年１月31日現在）

(7) その他企業集団の現況に関する重要な事項
　当社は、2025年２月17日開催の取締役会において、新たにmond, Inc.を米国に設立すること
を決議し、2025年２月26日付で、設立が完了いたしました。

－ 7 －
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株式の状況

２. 株式の状況（2025年１月31日現在）
⑴ 発行可能株式総数 4,000,000株
⑵ 発行済株式の総数 1,362,355株（うち自己株式1,914株）

⑶ 株主数 506名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

音 成 　 洋 介 670千株 49.2％

音 成 　 恵 里 134 9.8

株 式 会 社 く ふ う カ ン パ ニ ー 67 5.0

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 46 3.4

株 式 会 社 S B I 証 券 40 3.0

倉 田 　 将 志 27 2.0

薮 谷 　 直 樹 26 2.0

宮 崎 　 羅 貴 26 1.9

楽 天 証 券 株 式 会 社 21 1.6
BNYM SA/NV FOR BNYM FOR BNY 
GCM CLIENT ACCOUNTS M LSCB RD 15 1.1

株 式 数 交 付 対 象 者 数

取締役（社外取締役を除く） 6,800株 2名

　(注) 譲渡制限付株式報酬としての新株式発行、新株予約権の行使及び自己株式の消却により、発行済株式の
総数は2,955株増加しております。

⑷ 大株主

（注）持株比率は自己株式（1,914株）を控除して計算しております。

⑸　当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に対し交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告交付書面13頁「２．会社役員の状況　(5) 取締役及び監
査役の報酬等」に記載しております。

－ 8 －
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新株予約権等の状況

名 称 第 ２ 回 新 株 予 約 権

発 行 決 議 日 2018年４月27日

新 株 予 約 権 の 数 10個　
新株予約権の目的となる
株 式 の 種 類 と 数

普通株式 1,000株
(新株予約権１個につき 100株)　

新株予約権の払込金額 新株予約権と引換えに払い込みは要
しない

新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額

新株予約権１個当たり 110,000円
(１株当たり 1,100円)　

権 利 行 使 期 間 2020年４月28日から
2028年４月27日まで

行 使 の 条 件 （注）１、２、３

役 員 の
保 有 状 況

取 締 役
（社外取締役
を 除 く ）

－

社外取締役
新株予約権の数 10個
目的となる株式数 1,000株
保有者数 1名　

監 査 役 －

３. 新株予約権等の状況
(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約
権の状況

(注) １. 新株予約権者は権利行使時において、当社又は当社子会社（関係会社）の取締役、監査役又は従業員
の地位にあることを要する。

２. 新株予約権の相続はこれを認めない。
３. その他権利行使の条件は、別途当社と新株予約権者との間で締結する「株式会社ハウテレビジョン第

2回新株予約権割当契約書」に従う。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。

－ 9 －
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会計監査人の状況

区 分 報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 31,100千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 31,100千円

４. 会計監査人の状況
(1) 名称 有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠など
が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の
判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。
　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場
合は、監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した
監査役は、会計監査人を解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した
旨と解任の理由を報告いたします。
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５. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。
① 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
ａ　経営理念及び行動指針の主旨徹底を図ることにより、役職員のコンプライアンス意識の
醸成及び向上に努めるものとする。

ｂ　役職員は、法令、定款、株主総会決議、取締役会決議及び社内規程等の定めに従い、職
務を執行するものとする。

ｃ　社外取締役及び社外監査役を設置して、取締役の職務執行に対する牽制並びに監督機能
の向上を図り、コーポレート・ガバナンスの充実に努めるものとする。

ｄ　内部監査を徹底して、使用人の法令、定款及び社内規程等の遵守状況を確認し、必要に
応じて是正を講ずるものとする。

ｅ　内部通報制度を設けるほか、コンプライアンスに関する教育研修を実施して、コンプラ
イアンス体制の充実に努めるものとする。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
議事録、稟議書及び職務執行に係る重要な情報が記載されたその他の文書等は、法令及び
文書管理規程等に基づき、電磁的記録又は文書により、秘密保持に万全を期して保存すると
ともに、適時に閲覧できるよう検索性の高い状態での管理に努めるものとする。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ａ　経営や業績に大きな影響を及ぼす恐れのあるリスクについて、その発生を未然防止する
ために取締役会及び経営会議に報告のうえ対応を協議するものとする。

ｂ　リスク管理規程を整備して、不測の事態に迅速に対応できる体制を整備するものとす
る。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ａ　取締役会を毎月１回定期に開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、取締役の職務執
行を監督するものとする。

ｂ　取締役は、取締役会で決定した経営の基本方針等の下に職務執行するとともに、その執
行状況を取締役会に報告するものとする。
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ｃ　業務分掌規程、職務権限規程及び稟議規程等を定め、業務執行の責任体制と業務プロセ
スを明確にすることにより、取締役会の決定に基づく職務執行について、迅速かつ効率
的な処理が行える体制を構築するものとする。

ｄ　経営会議により予実管理を徹底するほか、役職員が経営情報を可能な限り共有すること
で、取締役の職務執行の効率性及び実効性の向上を図るものとする。

⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項
監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、その職務を補助すべき
使用人を置くものとする。

⑥ 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の
確保に関する事項

ａ　監査役の職務を補助すべき使用人は、監査役より監査業務に必要な指示を受けた場合に
その指示に関して、取締役の指揮命令を受けないものとする。

ｂ　監査役の職務を補助すべき使用人の任命、異動等の決定については、監査役の事前の同
意を得るものとし、人事考課については、監査役の意見を考慮して行うものとする。

⑦ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及び当該報告をしたことを理由として不
利な取扱いを受けないことを確保するための体制

ａ　監査役は、取締役会へ出席するほか、必要に応じて経営会議及びその他の重要な会議に
出席して、又はその議事録等を閲覧するものとする。

ｂ　取締役及び使用人は、監査役から報告を求められた場合は、必要な報告及び情報提供を
適切に行うものとする。

ｃ　取締役及び使用人は、経営や業績に大きな影響を及ぼす恐れのある事項や重大な法令又
は定款違反並びにその他不正行為に関する事項を予見し、又は発見した場合は、直ちに
監査役に報告するものとする。

ｄ　取締役及び使用人が、監査役へ報告したことを理由とする不利な取扱い及び報復行為等
を禁止するものとする。
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⑧ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行に
ついて生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払等を当社に対して請求した場合は、当
該請求に係る費用等が当該監査役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速や
かにこれを処理するものとする。

⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ　監査役は、監査役監査の実効性を確保するために、代表取締役社長、取締役、内部監査
責任者及びその他重要な使用人等と必要に応じて意見交換するほか、代表取締役社長に
対して監査役監査の体制整備等を要請することができるものとする。

ｂ　経営会議及びその他の重要な会議の開催にあたり、監査役が出席する機会を設けるもの
とする。

ｃ　監査役、内部監査責任者及び監査法人との連携体制の整備に協力するものとする。

⑩ 反社会的勢力排除に向けた体制
ａ　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした態度で対応
し、一切の関係を持たないことを基本方針とする。

ｂ　取引開始に際して、取引先の反社会性を検証するものとする。
ｃ　取引先に反社会性が確認された場合は、速やかに取引を解消するものとする。
ｄ　平素から、法律顧問及び警察等の外部専門機関と連携して情報収集に努めるとともに、
有事における対応体制を整備するものとする。

⑪ 財務報告の信頼性を確保するための体制
ａ　経理業務に係る規程等を整備するとともに、金融商品取引法及びその他の関係法令等を
遵守して、財務報告の信頼性を確保するための体制の充実を図るものとする。

ｂ　内部監査による継続的なモニタリングにより、財務報告に係る内部統制の整備及び運用
状況を把握並びに評価して、必要に応じて是正するものとする。
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。
① 取締役の職務執行
　当社は、「取締役会規程」に基づき、原則として月１回の取締役会を開催し、法令又は定
款に定められた事項及び経営上の重要な事項の決議を行うとともに、取締役の職務執行の監
督を行っております。また、１名の社外取締役を選任し、取締役会における当社取締役の職
務執行の監督機能を強化しております。
　なお、当事業年度においては、取締役会を18回開催しております。

② 監査役会の監査
　監査役会を構成する監査役３名は、株主総会、取締役会に出席するほか、監査計画に基づ
く重要書類の閲覧、役職員への質問等の監査手続を通じて、経営に対する適正な監視を行っ
ております。また、内部監査担当者及び会計監査人と緊密な連携を取り、監査の実効性と効
率性の向上に努めております。
　なお、当事業年度においては、監査役会を14回開催しております。

③ コンプライアンス体制の強化・推進
　当社は、当社が社会的信頼を確保しさらなる発展を遂げるためには、全社的なコンプライ
アンス体制の強化・推進が必要不可欠であると認識しております。そこで、「コンプライア
ンス規程」を制定し、その周知徹底と遵守を全役職員に図っております。また、法令違反そ
の他のコンプライアンスに関する社内相談・報告体制として、内部通報制度の整備を引き続
き行っております。

６. 会社の支配に関する基本方針
　該当事項はありません。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（資　 産　 の　 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

敷 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他　

1,842,924

1,599,927

193,727

2,784

49,378

△2,893

511,945

80,282

64,307

15,975

299,554

129,455

155,159

14,939

132,109

78,970

43,197

9,941　

（負　 債　 の　 部）

流 動 負 債 634,130

1 年 内 返 済 予 定
の 長 期 借 入 金 218,020

未 払 法 人 税 等 84,503

契 約 負 債 128,958

そ の 他 202,647

固 定 負 債 406,541

長 期 借 入 金 397,785

資 産 除 去 債 務 8,756

負 債 合 計 1,040,671

（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 1,314,198

資 本 金 10,110

資 本 剰 余 金 550,704

利 益 剰 余 金 753,688

自 己 株 式 △304

純 資 産 合 計 1,314,198

資 産 合 計 2,354,870 負 債 純 資 産 合 計 2,354,870

連 結 貸 借 対 照 表
（2025年１月31日現在）

（単位：千円）

（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結損益計算書

(2024年 2 月 1 日から
2025年 1 月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 2,166,937
売 上 原 価 388,235
売 上 総 利 益 1,778,702
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,376,332
営 業 利 益 402,369
営 業 外 収 益

受 取 利 息 131
固 定 資 産 売 却 益 148
雑 収 入 1,249
そ の 他 86 1,616

営 業 外 費 用
支 払 利 息 3,913 3,913

経 常 利 益 400,071
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 20,000 20,000
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 380,071
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 144,879
法 人 税 等 調 整 額 △10,848
過 年 度 法 人 税 等 2,736 136,767
当 期 純 利 益 243,303
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 243,303

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(2024年 2 月 1 日から
2025年 1 月31日まで)

株 主 資 本

純資産
合　計資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本

合　　計

当 期 首 残 高 70,610 464,886 510,384 △894 1,044,987 1,044,987

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 13,106 13,106 26,212 26,212
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 243,303 243,303 243,303

自 己 株 式 の 取 得 △304 △304 △304

自 己 株 式 の 消 却 △894 894 － －

減 資 △73,606 73,606 － －
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) － －

当 期 変 動 額 合 計 △60,500 85,818 243,303 590 269,211 269,211

当 期 末 残 高 10,110 550,704 753,688 △304 1,314,198 1,314,198

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表
１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　当社は、当連結会計年度より連結計算書類を作成しております。連結計算書類作成のための基本となる重要
な事項は以下のとおりであります。
(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況
連結子会社の数 ２社
連結子会社の名称 Liiga株式会社、株式会社ログリオ

(2) 持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
　ａ．有価証券

　その他有価証券
　市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して
おります。

　ｂ．棚卸資産
　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用
しております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
　ａ．有形固定資産

　定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備
については定額法）を採用しております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物 ８～18年
　工具、器具及び備品 ３～18年

　ｂ．無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（３年）に基づいておりま
す。
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連結注記表

③　重要な引当金の計上基準
　貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

④　収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
ａ．新卒サービス 掲載型サービスについては、キャリアプラットフォームに顧客企業情報

の掲載を行うサービスであり、顧客企業は掲載された期間にわたって便
益を享受するため、時の経過に応じて履行義務が充足されたとして、一
定期間にわたり収益を認識しております。配信型サービスについては、
登録会員に対しダイレクトメールやスカウトメッセージで直接アプロー
チする権限を与えるサービスであり、配信時点で履行義務が充足された
として、一時点において収益を認識しております。

ｂ．中途サービス 掲載型サービスについては、キャリアプラットフォームに顧客企業情報
の掲載を行うサービスであり、顧客企業は掲載された期間にわたって便
益を享受するため、時の経過に応じて履行義務が充足されたとして、一
定期間にわたり収益を認識しております。成功報酬型人材紹介サービス
については、紹介人材の入社時点で履行義務が充足されたものとして、
一時点において収益を認識しております。

ｃ．RPOサービス RPOサービスについては、契約期間にわたって助言や相談対応といった
採用・組織に関わるコンサルティング業務を提供しているため、時の経
過に応じて履行義務が充足されたとして、一定期間に収益を認識してお
ります。

⑤　退職給付に係る会計処理の方法
当社グループは、確定拠出年金制度を採用しており、当該制度に基づく要拠出額をもって費用処理して

おります。

⑥　のれんの償却方法及び償却期間
５年間の定額法により償却を行っております。
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連結貸借対照表計上額（千円）
有 形 固 定 資 産 80,282
無 形 固 定 資 産
（のれんを除く） 144,394

合 計 224,677

２. 会計上の見積りに関する注記
(1) 固定資産の減損損失の認識の要否

①　連結計算書類に計上した金額

②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　当社グループは、原則として、事業用資産については各事業拠点を基準としてグルーピングを行ってお
り、共用資産についてはより大きな単位により減損の判定を行っております。
　減損の兆候があると認められる場合には、資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの
総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。判定の結果、割引前将来
キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要とされた場合、帳簿価額を回収可能
価額（正味売却価額又は使用価値のいずれかの高い価額）まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失とし
て認識されます。
　また、資産グループにおける将来キャッシュ・フローの見積りは、過去における資産グループごとの営
業損益実績や翌期以降の利益計画等を基礎としています。翌期以降の利益計画については、採用市場にお
いて高い需要が継続し、当社グループのサービスの需要が拡大していくとの仮定を含んでおります。な
お、これらの仮定は主要顧客が属する業界の経済状況や社会環境の変動等によって影響を受けることから
高い不確実性を伴い、将来キャッシュ・フローの見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。
　利益計画による将来キャッシュ・フローの見積りに使用した条件及び仮定に変更が生じ、業績に影響が
ある場合には、固定資産の減損損失が計上される可能性があります。
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(2) 繰延税金資産の回収可能性
①　連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産　43,197千円
②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　当社グループは将来減算一時差異に対して、翌期以降の利益計画に基づく３年間の課税所得の見積りに
基づいて、回収可能と判断した金額について繰延税金資産を計上しております。
　翌期以降の利益計画については、「(1) 固定資産の減損損失の認識の要否」の記載と同様の仮定を前提
としております。
　課税所得が生じる時期及び金額は、経済状況や社会環境の変動等によって影響を受ける可能性があり、
市場環境の悪化等により当初の見積りの見直しが必要となった場合、繰延税金資産を取り崩す可能性があ
ります。

(3) のれんの評価
①　連結計算書類に計上した金額

のれん　155,159千円
②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　当社グループののれんは、株式の取得価額と被取得企業の識別可能資産及び負債の企業結合日時点の時
価との差額で計上し、規則的に償却しております。株式の取得価額は、取得時における経営環境や事業戦
略に基づき策定された事業計画を基礎とし、超過収益力を含めて決定しております。当該事業計画には、
顧客の数や顧客単価等の仮定に基づく将来の見積りが含まれております。
　のれんに減損の兆候があると認められる場合には、のれんが帰属する事業から得られる割引前将来キャ
ッシュ・フローの総額とのれんの帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定しま
す。その結果、割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要とされた
場合、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として認識されます。
　また、のれんが帰属する事業から得られる将来キャッシュ・フローの見積りは、当該事業の営業損益実
績や事業計画等を基礎としております。事業計画に含まれる顧客の数や顧客単価等の仮定は、経営環境や
事業戦略の変化等によって影響を受けることから高い不確実性を伴い、将来キャッシュ・フローの見積り
に重要な影響を及ぼす可能性があります。
　事業計画による将来キャッシュ・フローの見積りに使用した条件及び仮定に変更が生じ、のれんが帰属
する事業に影響がある場合には、のれんの減損損失が計上される可能性があります。
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有形固定資産の減価償却累計額 62,710千円

普通株式 1,362,355株

普通株式 1,914株

普通株式 1,000株

３. 連結貸借対照表に関する注記

４. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

(2) 当連結会計年度の末日における自己株式の種類及び総数

(3) 剰余金の配当に関する事項
該当事項はありません。

(4) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。)の目的
となる株式の種類及び数

５. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、資金計画に基づき必要な資金は自己資金の充当又は銀行借入により調達しておりま
す。一時的な余資は短期的な預金等に限定し、デリバティブ取引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、社内の与信
管理等の規定に従い、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化による回収懸
念の早期把握や軽減を図っております。
　敷金は、オフィスの賃貸借契約に基づき預託したものであり、預託先の信用リスクに晒されておりま
す。当該リスクに関しては、必要に応じて担当部署がモニタリングを行い、財政状況等の悪化による回収
懸念の早期把握によりリスク低減を図っております。
　営業債務である未払金、未払費用及び未払消費税等は、流動性のリスクに晒されております。そのほと
んどが１年以内の支払期日であります。当該リスクに関しては、担当部署が適時に資金繰計画を作成・更
新するとともに、手元流動性の維持などにより、流動性リスクを管理しております。
　借入金のうち、短期借入金は主に運転資金に係る資金調達であり、長期借入金は主に事業投資に係る資
金調達であります。また、借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、月次に資金
繰計画を作成する等の方法により管理しています。
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連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 時 価 差 額

(1) 敷 金 78,970 78,567 △403

資 産 計 78,970 78,567 △403

(2) 長 期 借 入 金 　 ※ ２ (615,805) (613,912) (△1,892)

負 債 計 (615,805) (613,912) (△1,892)

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2025年１月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、「現金及び預金」「売掛金」及び「未払法人税等」については、短期間で決済されるため、時
価が帳簿価額と近似していることから、記載を省略しております。

（単位：千円）

　　※１．負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
　　　２．１年内返済予定の長期借入金は、長期借入金に含めて表示しております。

(3) 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

①　時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
　該当事項はありません。
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区　分
時　価

レ ベ ル １ レ ベ ル ２ レ ベ ル ３ 合計

(1) 敷 金 － 78,567 － 78,567

(2) 長 期 借 入 金 － (613,912) － (613,912)

②　時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
(1) 敷金

償還予定時期を合理的に見積り、将来キャッシュ・フローをリスクフリーレートで割り引いて算定し
ており、レベル２の時価に分類しております。また、国債の利率がマイナスの場合は、割引率をゼロと
して時価を算定しております。

(2) 長期借入金
元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によって

おり、レベル２の時価に分類しております。
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（単位：千円）
金額

新卒サービス 1,771,901
中途サービス 295,018
RPOサービス 100,017
顧客との契約から生じる収益 2,166,937
その他の収益 －
外部顧客への売上高 2,166,937

金額
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 90,661
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 193,727
契約負債（期首残高） 70,273
契約負債（期末残高） 128,958

６. 収益認識に関する注記
(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」に同一の内容を記載している
ため、記載を省略しております。

(3) 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高等

　顧客との契約から生じた債権及び契約負債の期首残高及び期末残高は、以下のとおりであります。
（単位：千円）

　契約負債は、すべての履行義務を充足する前に顧客から受け取った前受金であり、収益の認識に伴
い取り崩されます。
　当連結会計年度において認識した収益のうち、期首の契約負債残高に含まれていたものは、
70,273千円であります。

②　残存履行義務に配分した取引価格
　当社グループにおいて、個別の契約が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残
存履行義務に関する情報の記載を省略しております。
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対象となった事業の名称 当社の中途採用プラットフォー
ム事業

Liiga株式会社の中途採用プラ
ットフォーム事業

事業の内容 リクルーティング・プラットフ
ォーム「Liiga」の管理運営

リクルーティング・プラットフ
ォーム「Liiga」の管理運営

企業結合日 2024年２月１日 2025年１月１日
企業結合の法的形式 当社を分割会社、Liiga株式会

社を承継会社とする新設分割
（簡易新設分割）

Liiga株式会社を分割会社、当
社を承継会社とする吸収分割
（簡易吸収分割）

結合後企業の名称 Liiga株式会社（当社の連結子
会社）

結合後企業の名称に変更はあり
ません。

その他取引の概要に関する事項 中途採用プラットフォーム事業
の今後の展開・拡大に向け、本
新設分割により機動的かつ柔軟
な事業戦略の遂行を推進するこ
とを目的に行ったものです。

当社が運営する新卒採用プラッ
トフォーム事業とLiiga株式会
社が運営する中途採用プラット
フォーム事業の統合を推進し、
今後の一体的な事業展開を加速
させるため、またグループ経営
管理の効率化を目的として行っ
たものです。

７. 企業結合に関する注記
（共通支配下の取引等）

(1) 取引の概要
　当社は、2024年２月１日付で、当社の中途採用プラットフォーム事業に関する権利義務について、新
たに設立したLiiga株式会社に承継いたしましたが、ビジネス及びプロダクト面において分社化の目的を一
定程度達成したと判断し、今後の一体的な事業展開を加速させるため、またグループ経営管理の効率化を
図るため、2025年１月１日付で、当該中途採用プラットフォーム事業について、再度当社へ承継いたし
ました。
　以下は、本企業結合の概要であります。

(2) 実施した会計処理の概要
　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及
び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づ
き、共通支配下の取引等として会計処理を行っております。
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（取得による企業結合）
(1) 企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容
　被取得企業の名称　　株式会社ログリオ
　事業の内容　　　　　採用代行サービス（RPO）

②　企業結合を行った主な理由
　当社グループは、新卒向け「外資就活ドットコム」と中途向け「Liiga（リーガ）」の２つのプロダク
トを基点にキャリアプラットフォーム事業を展開してまいりましたが、近年はユーザー及びクライアン
ト企業のエンジニア職に対する需要の高さを受けて、同領域の拡大に注力しております。
　株式会社ログリオは、エンジニア採用代行（RPO）領域において、高品質なサービスを提供してお
り、LAPRAS株式会社が主催する「LAPRAS SCOUT AWARD 2022」ではRPO賞を受賞しておりま
す。
　今回の株式会社ログリオの完全子会社化により、当社グループにおけるエンジニア採用支援事業を強
化し、ユーザー及びクライアント企業に対し高付加価値なサービスを提供するとともに、持続的な企業
価値の向上を目指してまいります。

③　企業結合日
　2024年４月１日

④　企業結合の法的形式
　現金を対価とする株式取得

⑤　結合後企業の名称
　結合後企業の名称に変更はありません。

⑥　取得した議決権比率
　100％

⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠
　当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。
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取得の対価　現金 230,000千円
取得原価 230,000千円

流動資産 84,510千円
固定資産 555千円
資産合計 85,066千円
流動負債 28,310千円
固定負債 12,947千円
負債合計 41,257千円

(1) １株当たりの純資産額 966円01銭
(2) １株当たりの当期純利益 178円73銭

(2) 連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
　2024年４月１日から2025年1月31日まで

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

(4) 主要な取得関連費用の内容及び金額
　アドバイザリーに対する報酬・手数料等　13,500千円

(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①　発生したのれんの金額

　186,191千円

②　発生原因
　主として今後の事業展開によって期待される超過収益力から発生したものであります。

③　償却方法及び償却期間
　５年間にわたる均等償却

(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

８. １株当たり情報に関する注記
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連結注記表

① 名称 mond, Inc.
② 所在地 米国デラウェア州
③ 代表者の役職・氏名 代表　　音成　洋介
④ 事業内容 新規事業（mond）の海外向けプロダクト開発及び事業開発
⑤ 資本金 100,000米ドル
⑥ 設立年月日 2025年２月26日
⑦ 取得する株式の数 100株
⑧ 大株主及び持株比率 株式会社ハウテレビジョン　100％
⑨ 決算期 12月31日

９．重要な後発事象に関する注記
（子会社の設立）
　当社は、2025年２月17日開催の取締役会において、下記のとおり海外子会社の設立を決議し、2025年２
月26日付で設立が完了いたしました。なお、当該子会社の資本金が当社の資本金の額の100分の10以上であ
るため、当該子会社は当社の特定子会社に該当いたします。

(1) 子会社設立の目的
　当社は、新規事業として新型質問箱サービス「mond（もんど）」を開発・運営しております。この
度、同サービスのグローバル展開を目的として、米国に新会社を設立することといたしました。当社は、
新会社を拠点として、同サービスの非日本語圏における利用拡大と事業開発を進めてまいります。

(2) 設立する子会社の概要
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連結注記表

（本社移転）
　当社は、2025年２月17日開催の取締役会において、本社を移転することを決議いたしました。本社移転の
概要につきましては、以下のとおりであります。

(1) 移転の目的
　当社が現在入居している本社オフィスの定期建物賃貸借契約は2026年３月31日で終了しますが、事業
拡大に伴う人員増加が見込まれることから、新しいオフィスへの移転を決定いたしました。新たな本社オ
フィスでは、最先端のITインフラを備え、柔軟かつ生産性の高い働き方が実現できるオフィス空間を構築
することで、人的資本経営を一層推進してまいります。

(2) 移転予定先
　東京都港区六本木６丁目10番１号　六本木ヒルズ森タワー28階

(3) 移転予定時期
　2026年１月（予定）

(4) 当社グループの業績に与える影響
　本件が当社グループの業績に与える影響につきましては、現在精査中であります。

－ 30 －



2025/03/26 11:32:07 / 25222463_株式会社ハウテレビジョン_招集通知

貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額
（資　 産　 の　 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

貯 蔵 品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 、 器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

関 係 会 社 株 式

敷 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他
　

1,739,589

1,504,659

182,496

2,784

43,326

9,148

△2,825

609,985

80,282

64,307

15,975

144,394

129,455

14,939

385,308

255,999

78,970

40,397

9,941
　

（負　 債　 の　 部）
流 動 負 債 623,311
1 年 内 返 済 予 定
の 長 期 借 入 金 213,208

未 払 金 168,220
未 払 費 用 39,834
未 払 法 人 税 等 49,209
未 払 消 費 税 等 27,368
契 約 負 債 118,783
預 り 金 5,143
そ の 他 1,542

固 定 負 債 398,992
長 期 借 入 金 390,236
資 産 除 去 債 務 8,756

負 債 合 計 1,022,303
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 1,327,271
資 本 金 10,110
資 本 剰 余 金 550,704
資 本 準 備 金 278,854
そ の 他 資 本 剰 余 金 271,849

利 益 剰 余 金 766,761
そ の 他 利 益 剰 余 金 766,761
繰 越 利 益 剰 余 金 766,761

自 己 株 式 △304
純 資 産 合 計 1,327,271

資 産 合 計 2,349,575 負 債 純 資 産 合 計 2,349,575

貸　借　対　照　表
（2025年１月31日現在）

（単位：千円）

（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損益計算書

(2024年 2 月 1 日から
2025年 1 月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 1,872,799
売 上 原 価 302,299
売 上 総 利 益 1,570,500
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,221,473
営 業 利 益 349,027
営 業 外 収 益

受 取 利 息 125
固 定 資 産 売 却 益 385
雑 収 入 1,249
そ の 他 75 1,836

営 業 外 費 用
支 払 利 息 3,766 3,766

経 常 利 益 347,096
特 別 利 益

抱 合 せ 株 式 消 滅 差 益 34,958 34,958
特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 20,000 20,000
税 引 前 当 期 純 利 益 362,055
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 108,693
法 人 税 等 調 整 額 △5,751
過 年 度 法 人 税 等 2,736 105,678
当 期 純 利 益 256,376

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2024年 2 月 1 日から
2025年 1 月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他
資本剰余金

資本剰余金
合　　　計

その他利益
剰　余　金 利益剰余金

合　　　計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 70,610 265,748 199,137 464,886 510,384 510,384

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 13,106 13,106 13,106

当 期 純 利 益 256,376 256,376

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 消 却 △894 △894

減 資 △73,606 73,606 73,606
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 期 変 動 額
( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 △60,500 13,106 72,712 85,818 256,376 256,376

当 期 末 残 高 10,110 278,854 271,849 550,704 766,761 766,761

株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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株主資本等変動計算書

株主資本 純資産
合　計自己株式 株主資本

合　　計
当 期 首 残 高 △894 1,044,987 1,044,987

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 26,212 26,212

当 期 純 利 益 256,376 256,376

自 己 株 式 の 取 得 △304 △304 △304

自 己 株 式 の 消 却 894 － －

減 資 － －
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の 当 期 変 動 額
( 純 額 ) －

当 期 変 動 額 合 計 590 282,284 282,284

当 期 末 残 高 △304 1,327,271 1,327,271

（注） 金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

・子会社株式 移動平均法による原価法
・その他有価証券（市場価格のない株式等以外のもの）

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

② 棚卸資産
・貯蔵品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの

方法により算定）

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

定率法によっております。ただし、建物（建物附属設備を除く）並びに
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法によって
おります。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８年～18年
工具、器具及び備品 ３年～18年

② 無形固定資産
・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（３年）に基づく定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準
　　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回
収不能見込額を計上しております。
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個別注記表

貸借対照表計上額（千円）
有 形 固 定 資 産 80,282
無 形 固 定 資 産 144,394
合 計 224,677

(4) 収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
①　新卒サービス 掲載型サービスについては、キャリアプラットフォームに顧客企業情報の

掲載を行うサービスであり、顧客企業は掲載された期間にわたって便益を
享受するため、時の経過に応じて履行義務が充足されたとして、一定期間
にわたり収益を認識しております。配信型サービスについては、登録会員
に対しダイレクトメールやスカウトメッセージで直接アプローチする権限
を与えるサービスであり、配信時点で履行義務が充足されたとして、一時
点において収益を認識しております。

②　中途サービス 掲載型サービスについては、キャリアプラットフォームに顧客企業情報の
掲載を行うサービスであり、顧客企業は掲載された期間にわたって便益を
享受するため、時の経過に応じて履行義務が充足されたとして、一定期間
にわたり収益を認識しております。成功報酬型人材紹介サービスについて
は、紹介人材の入社時点で履行義務が充足されたものとして、一時点にお
いて収益を認識しております。

２. 会計上の見積りに関する注記
(1) 固定資産の減損損失の認識の要否

①　計算書類に計上した金額

②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
　連結計算書類「連結注記表　２．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、記
載を省略しております。

(2) 繰延税金資産の回収可能性
①　計算書類に計上した金額

繰延税金資産　40,397千円
②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　連結計算書類「連結注記表　２．会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、記
載を省略しております。
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個別注記表

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 62,710千円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
　　短期金銭債権 8,798千円
　　短期金銭債務 57,456千円

関係会社との取引高
　営業取引による取引高
　　売上高 71,962千円
　　販売費及び一般管理費 3,600千円

(3) 関係会社株式の評価
①　計算書類に計上した金額

関係会社株式　255,999千円
②　会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　当社では、市場価格のない関係会社株式については、実質価額と帳簿価額とを比較することによって、
減損処理の要否を判定します。株式の実質価額が著しく下落している場合には、将来の回復可能性が十分
な証拠によって裏付けられる場合を除き、実質価額まで減額する方針としております。実質価額の評価
は、関係会社の経営環境や事業戦略に基づき策定された事業計画を基礎としております。また、当該事業
計画には、顧客の数や顧客単価等の仮定に基づく将来の見積りが含まれております。
　当事業年度において関係会社株式評価損は計上しておりませんが、今後、関係会社の経営環境や事業戦
略が変化し、事業計画に用いた仮定を見直すこと等により、関係会社株式の実質価額を著しく低下させる
事象が生じた場合には、関係会社株式評価損が計上される可能性があります。

３. 貸借対照表に関する注記

４. 損益計算書に関する注記
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　　普通株式 1,914株

繰延税金資産
減価償却費 26,184千円
投資有価証券 6,917千円
未払事業税 5,250千円
株式報酬費用 10,956千円
その他 3,228千円
繰延税金資産小計 52,537千円
評価性引当額 △9,946千円

繰延税金資産合計 42,590千円
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 2,193千円
繰延税金負債合計 2,193千円
繰延税金資産の純額 40,397千円

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び総数

６. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
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個別注記表

種 類 会 社 等 の
名 称

議 決 権 等 の 所 有
（ 被 所 有 ） 割 合 （ ％ ）

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引
内 容

取引金額
( 千 円 ) 科 目 期 末 残 高

( 千 円 )

子会社

Liiga
株式会社

所有
直接　100 役員の兼任

管理業務
の 受 託
（注）１

71,962

未 払 金 57,456
債 権 の
回 収
（注）２

261,287

経 費 等
の 立 替
（注）３

140,796

事業譲受
承継資産
承継負債
（注）4

72,618
804 － －

株式会社
ログリオ

所有
直接　100 役員の兼任

サービス
の 利 用
（注）5

3,600 前払費用 1,980

経 費 等
の 立 替
（注）３

64,454 未収入金 6,818

７. 関連当事者との取引に関する注記
(1) 関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
 (注) １．当社は、Liiga株式会社から管理業務を受託しており、業務支援料については、業務内容を

勘案し、協議の上契約により決定しております。
２．債権の回収は、子会社の売掛金等の債権の回収業務を当社が代行していることから発生し

たものであります。
３．経費等の立替は、支払業務の一部を当社が代行していることから発生したものでありま

す。
４．2025年１月1日を効力発生日として実施した吸収分割により承継した中途採用プラットフ

ォーム事業に関する権利義務に係るものであります。
５．RPOサービスの利用であり、価格その他の取引条件は、第三者との取引価格を勘案して、

契約により決定しております。
６．取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。
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個別注記表

種 類
会 社 等 の
名 称
又 は 氏 名

議 決 権 等 の 所 有
（被所有）割合（％）

関連当事者
と の 関 係

取 引
内 容

取引金額
( 千 円 ) 科 目 期 末 残 高

( 千 円 )

役員
清水　伸太郎 被所有

直接　0.9 当社取締役 金銭報酬債権
の現物出資 9,819 － －

池内　淳史 被所有
直接　0.8 当社取締役 金銭報酬債権

の現物出資 9,819 － －

(1) １株当たりの純資産額 975円62銭
(2) １株当たりの当期純利益 188円33銭

(2) 役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
 (注) 譲渡制限付株式報酬に基づく、金銭報酬債権の現物出資によるものです。

８. 収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「１．重要な会計方針に係る事項に関す
る注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

９. 企業結合に関する注記
　連結計算書類「連結注記表　７．企業結合に関する注記」に同一の内容を記載しているため、記載を省略し
ております。

10. １株当たり情報に関する注記

11．重要な後発事象に関する注記
（子会社の設立）
　連結計算書類「連結注記表　９．重要な後発事象に関する注記（子会社の設立）」に同一の内容を記載して
いるため、記載を省略しております。

（本社移転）
　連結計算書類「連結注記表　９．重要な後発事象に関する注記（本社移転）」に同一の内容を記載している
ため、記載を省略しております。
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独立監査人の監査報告書
2025年３月14日

株式会社ハウテレビジョン
　取締役会　御中　　　　

有限責任監査法人トーマツ
　　　東　京　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 杉原　伸太朗
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 歌 　 健 至

　監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ハウテレビジョンの2024年2月１日か

ら2025年１月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社ハウテレビジョン及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の
財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類に係る会計監査報告
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　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど
うか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監
査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連す
る内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手し
た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な
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不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場
合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関
する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明する
ことが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、
並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適
切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任
がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。
以　上
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独立監査人の監査報告書
2025年３月14日

株式会社ハウテレビジョン
　取締役会　御中　　　　

有限責任監査法人トーマツ
　　　東　京　事　務　所

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 杉原　伸太朗
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 歌 　 健 至

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ハウテレビジョンの2024年2月

１日から2025年１月31日までの第15期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を
行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成
し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及
び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか

計算書類に係る会計監査報告
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検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切

であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
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象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並び
に計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事
項について報告を行う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵

守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去する
ための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用
している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。
以　上
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2024年２月１日から2025年１月31日までの第15期事業年度における取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として
本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告

を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締
役、内部監査担当者その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める
とともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告

を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況
を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び使用人と意思疎通及び情報の
交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１
項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されてい
る体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について
定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備
している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしまし
た。

監査役会の監査報告
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２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年３月17日
株式会社ハウテレビジョン　監査役会
常勤社外監査役 澁 谷 年 史 ㊞
社 外 監 査 役 森 下 俊 光 ㊞
社 外 監 査 役 小 栗 久 典 ㊞

　
以　上
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